
R3 ⽬標値 実施状況（R3.９⽉末時点） 効果 課題 今後の⽅針

社会増減（転⼊者ー転出者） 単年 ⼈ 69 0

圏域⼈⼝と⼈⼝推計の⽐較 単年 ⼈ R4公表 5,374

圏域の就職者数 単年 ⼈ R4公表 6,782

圏域の直接消費額 単年 百万円 20,239 19,319

レンタサイクル事業
町が所有する２台の⾃転⾞を開庁時間
（平⽇8:30〜17:15）に貸し出す。原
則、事前予約制で役場まで返却する。

利⽤者数 単年 ⼈ 1 12
サイクルツーリズム推進協議会に出
席。町内周遊のサイクリングコースを
検討。

新型コロナの影響で観光者が少なく、
利⽤が伸び悩んだ。

サイクリングを楽しむには、道の状態
や幅など道路上の課題が多い。また、
他の業務と⽐較して優先度が低く、⼗
分な周知ができていない。

県や建設課と検討。周知⽅法や内容を
改め、さらなる周知を⾏う。

定住促進住宅整備事業

町内に⺠間と連携しながら建設、管理
する新婚・⼦育て向け住宅「スカイ
ラーク」を３棟整備した。３棟⽬の
「スカイラーク⼤堰駅前」は令和２年
４⽉⼊居開始した。

スカイラーク⼊居率 単年 ％ 97 90
管理会社との連携を図りながら、スカ
イラーク3棟の管理を実施している。
1棟に空室があり満室を⽬指したい。

⼦育て世帯に⼈気の物件であり、⼦育
て世帯の増加や地域の活性化に⼀定の
効果を発揮している。

⼦育て世帯を中⼼ターゲットとしてい
るため保育園の待機児童の問題を解消
する必要あり。
途中で空室となった場合、保育園の途
中⼊所ができないため次の⼊居者がみ
つかりにくい。

⼦育て世帯はもちろんであるが、新婚
世帯も対象としているため、ターゲッ
トに届くようなPR⼿法を検討する。
また、待機児童の課題の担当である⼦
ども課と連携を図る。

移住定住相談事業
移住定住のワンストップ窓⼝として、
相談を受ける窓⼝を平成２７年から継
続して設置。

相談窓⼝利⽤件数 単年 件 9 12

県主催のオンライン移住相談会（働く
byふくおか）へ積極的に参加した（２
回）。移住検討者に対して、オンライ
ンで町での暮らしや⼦育て環境につい
て相談を受けた。

ワンストップで移住に関する相談を受
けることでスムーズに相談者の知りた
い情報にこたえることができた。

県内他市町村とともに、県の相談会に
参加していると、「ほどよさ、暮らし
やすさ」を訴求ポイントとして置いて
いている市町村が圧倒的に多い。その
中で選んでもらえるような仕掛けや相
談を受ける側の準備、情報の整理や提
案が必要。

引き続き、県等が主催する相談会へ参
加しながら、町へ興味を持つ⽅へ個別
対応していきたい。

空き家利活⽤総合プロジェクト

不動産業者と連携しながら空き家バン
クの登録促進や運営、福岡県空き家サ
ポートセンターとの連携により町内の
空き家の活⽤をめざす。

空き家の活⽤件数 単年 件 0 1

空き家の利活⽤に向け⽀援を⾏う、地
域おこし協⼒隊を６⽉から１名任命し
た。81件の物件所有者に連絡をとり、
空き家の状況確認、⽀援を希望する所
有者に対してはサポートを⾏った。

⼤⼑洗町空き家バンクに新規で１件登
録。また、個別連絡をとることで、空
き家の利活⽤に向けて動き出す所有者
が現れた。

空き家を放置することによるリスクを
伝え、危機感を醸成する必要あり。ま
た、県の空き家活⽤サポートセンター
などと連携し、相談体制を整える必要
がある。

引き続き、空き家所有者に個別連絡を
⾏い、⽀援を続ける。また、空き家活
⽤サポートセンターと連携し、相談会
を実施する。

移住定住応援ＢＯＯＫ事業
（ＴＡＣＨＩ Ａ ＬＩＦＥ）

移住定住を検討する⽅に対し、町の暮
らしや情報がまとまった冊⼦を作成。

冊⼦配布枚数 単年 冊 180 1,000
オンライン移住相談会への参加者や県
が設置する移住相談センターへの配架
した。

冊⼦をもとに、説明することができ、
町の概要をわかりやすく伝えることが
できる。

オンラインイベントが中⼼で、需要が
ある先の配布場所の選定が必要。

継続的な配布と新たな配布先の検討を
⾏いたい。

移住⽀援⾦交付事業
東京圏から就業や起業に伴い移住した
⽅を対象に、要件を満たす⽅に⽀援⾦
を交付する。

移住⽀援⾦交付件数 単年 ⼈ 0 2
今年度から要綱改正し、⽀援⾦要綱の
緩和を⾏った。窓⼝や広報紙、ホーム
ページで周知を⾏った。

求めた効果が得られなかった。

要件緩和を⾏ったものの、３⼤都市圏
外の⽅であったり、要件を満たさない
⽅ばかりであった。また、移住を決め
る⼀⼿や要因のひとつになっているの
か、その効果は検討する必要がある。

移住検討者への紹介を含め、さらなる
周知をはかりたい。

移住後1年以内に完了する
住宅改修に対する交付件数

23 1
1割補助：15件 3割補助：8件
交付額（予定含む）：2,911,000円

地域経済の活性化、住居環境の質の向
上を図っている。

徐々に認識されているが、さらなる周
知により利⽤促進が必要である。

今後も事業者と連携しながら、事業促
進を図る。

空き家の改修に対する交付件数 0 1 申請件数：0件 相談件数：0件
申請実績がなく、求める効果は得られ
なかった。

空き家改修における補助⾦の利⽤促進
のための周知を強化する必要がある。

他部署と連携を図りながら、空き家の
活⽤を促進し事業活⽤を⽬指す。

⾏ってみたい住んでみたい、⼤⼑洗町への⼈の流れをつくる。

住⺠の⽅が住宅改修をした際に、町が
⼀部補助する。

久留⽶市、⼩郡市、⼤川市、うきは
市、⼤⽊町、⼤⼑洗町の４市２町で構
成する「久留⽶連携中枢都市圏」で連
携し、地⽅創⽣推進交付⾦を申請し、
交付⾦を活⽤しながら事業を⾏った。

交付⾦を活⽤し、町の⽀出を抑えなが
ら事業を進めることができた。また、
コロナ禍に対応した形で進めることが
できた。

コロナ禍により、イベント等の連携が
難しい事業が発⽣している。

「新たな⽇常」にあわせ、柔軟に対応
しながらこれまでの取組を発展させて
いく。

単年 件

事業内容

久留⽶連携中枢都市圏（４市２町）が
協⼒し、「新たな⽇常」の中で「ひ
と」と「しごと」の好循環化を実現す
るため、イベントの周知等で連携す
る。

①

住宅改修補助⾦交付事業

基本
⽬標

事業名

「新たな⽇常」における地域間連携に
よる「⺠需」「⼈の流れ」創出プロ
ジェクト【広域連携】

第2期 令和3年度 令和4年度
ＫＰＩ 種別 単位
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事業内容

基本
⽬標

事業名
第2期 令和3年度 令和4年度

ＫＰＩ 種別 単位

出⽣率 単年 数 R3公表 1.64

年少⼈⼝の割合 単年 ％ 14.8 14.1

こんにちはお⺟さん事業
産後の⺟親の⼼⾝の安定や、育児不安
の軽減を図るため、様々なケアメ
ニューを導⼊。

相談できる環境が整っている⼈
の割合

単年 ％ 78.4 80
デイケア18件、⺟乳育児16件。昨年
に引き続き、外出の⾃粛が続き、産後
ケアの利⽤を躊躇する⼈が多かった。

産後ケアの利⽤により、⺟親の精神安
定をはかることで、⼦育てが上⼿くい
き、⼦育てを楽しめる割合が増えた。

コロナ禍で利⽤を控える⽅へ育児不安
への対応。感染症対策を踏まえた相談
⽀援体制づくり。

令和3年度から産後ケア対象者が、⽣
後4ヶ⽉→⽣後1歳までに拡充された。
町内施設も利⽤可能となり、より⼀層
産後の⼦育て⽀援の充実をはかる。

こんにちは⾚ちゃん事業
出産を希望する⽅に対し、不妊治療の
費⽤の⼀部を負担する。

治療助成利⽤者数 単年 ⼈ 2 10

⼀昨年10件、前年度3件と申請件数が
減少傾向である。コロナ禍で不妊治療
に消極的になった⽅、受診控えになっ
た⽅が多かったと考えられる。

不妊治療の助成事業をとおして、妊
娠・出産への後押しを町が実施できて
いる。

不妊治療が今後保険適⽤になれば、事
業内容を⾒直す必要がある。

不妊治療の助成、保険適⽤の動向を⾒
守り、町の事業を検討していく。

結婚⽣活⽀援⾦事業
結婚を機に新⽣活を始められる⽅に対
し、住居費⽤や引っ越し費⽤の⼀部を
補助する。

交付件数 単年 件 2 35

4⽉から申請受付を開始したが、現時
点では2件の申請。
申請相談は５件ほど受けているが所得
要件や対象期間外だったりと申請にま
で⾄らないケースが多い。

申請者に対して実施しているアンケー
ト結果より、この事業により「経済的
不安の軽減に役に⽴った」や「地域に
応援されていると感じる」と答えてお
り、結婚応援として効果を感じてい
る。

広報紙や町HP、SNS、チラシを役場ロ
ビーに掲⽰、町内・近隣市町の不動産
会社等へチラシの配布等様々な⽅法で
周知を⾏っているが、「この事業のこ
とは知らなかった」と⾔われることが
多く、⼗分周知ができていない。

事業を継続して⾏うことにより、現在
の周知の成果や⼝コミ等によりこの事
業が住⺠に浸透していくよう積極的に
取り組む。

イキメン創⽣プロジェクト事業
男性の⼦育て・地域活動への参画を促
し積極的な⼦育て参画を⽬指し、イベ
ントやセミナー等を開催する。

参加者数 単年 ⼈ 0 100

11⽉より講座を⾏う予定。（講座3
回、講演会1回を予定）前年度は参加
者数40名。（講座3回開催）
コロナ禍により参加者数の制限等を
⾏ったため、参加者数が伸び悩んだ。

講座の参加者からは、「講座で学んだ
ことを⾃宅でも挑戦したい」という声
を多数いただき、家事や育児に参画す
るきっかけをつくることができたと実
感している。

新型コロナウイルス感染症対策に準じ
て開催するため、参加者数の確保が課
題である。

講演会を開催することにより参加者数
の確保に努め、講座・講演会の内容の
充実を図っていく。

⼦育て相談事業
⼦育てに不安を抱える保護者等を⽀援
するため、専⾨職員による相談⽀援を
⾏う。

⽀援者数 単年 ⼈ 102 220
令和3年9⽉から⼦ども⽀援ワーカー1
名増員しより相談に対応できるように
なった。

関係機関との連携をもとに、⽀援が必
要な⼦ども・家庭への早期発⾒・対応
ができている。

課題の解決が難しく、⻑期的な⽀援と
なるケースが多い。

継続して実施

⼦どもへの暴⼒防⽌プログラム事業

学童保育所⽀援員、保育園・⼩学校・
中学校の児童、教職員、保護者向けの
「⼦どもへの暴⼒防⽌プログラム」
ワークショップを実施する。

開催回数 単年 回 0 40
令和3年度は、新型コロナの影響で10
⽉から順次研修会を実施している。

毎年継続して実施することで、⼦ども
への暴⼒防⽌につながる。

なるべく多くの⼈に参加してもらえる
ような周知⽅法を検討する必要があ
る。

今後も継続的に実施する事業と考えて
いるので、ワークショップの開催をよ
り多くできるように検討していく。

保育⼠奨学⾦返済⽀援事業
町内の保育園に勤務する保育⼠が奨学
⾦を返還している場合に、その⼀部を
補助する。

補助利⽤者数 単年 ⼈ 3 8
町内保育所で働く常勤保育⼠に対し、
制度の周知を⾏い、今年度は昨年より
多い3名の申請があった。

この事業があることで保育⼠の確保や
離職防⽌だけでなく、保育⼠の経済的
な負担軽減につながった。

もっと多くの保育⼠に利⽤してもらえ
るような制度を検討する必要がある

継続して実施

待機児童⽀援事業

認可保育所を希望していたが⼊所でき
ずに認可外保育施設、または企業主導
型保育所を利⽤している⽅に対し補助
⾦を交付する。

待機児童数 累計 ⼈ 39 0

町内認可保育所に⼊所できなかった
⽅々に対し、制度説明を⾏っている。
現在、町内外の認可外保育所へ通う3
名の申請があった。

待機児童⽀援事業の⼀環として、認可
外保育施設⼊所の経済的な負担の軽減
につながった。

待機児童は解消されていないため、多
⾯的に複数の事業の実施を今後も継続
する。

本事業を継続実施し、認可保育所への
⼊所ができなかった⽅が保育所への⼊
所を諦めるのではなく、本制度を利⽤
し認可外保育所⼊所を検討できるよう
勧めていく。

潜在保育⼠就労⽀援事業
潜在保育⼠が再び保育⼠として町内保
育所で就労できるよう、研修や⾒学、
実習等の⽀援を⾏う。

現場復帰保育⼠数 累計 ⼈ 0 5

令和3年度から開始した事業。年2回実
施予定だが、前期⽇程は緊急事態宣⾔
のため当初予定より⽇程が⼤幅に変更
となった。前期⽇程は1名の応募あ
り。

潜在保育⼠を就労につなげることで、
保育環境の改善や待機児童の解消につ
ながる。

周知⽅法や事業の実施⽅法など、もっ
と利⽤しやすいような制度を検討し、
多くの潜在保育⼠の就労につながるよ
うにする必要がある。

今後も継続的に実施するが、事業内容
については保育園とも協議をしながら
検討をしていく。

コミュニティ・スクール事業
学校運営に、保護者や地域の⽅が参画
し、それぞれの⽴場で主体に地域の⼦
どもたちの成⻑を⽀援する。

保護者・地域等の参画者数 単年 ⼈ 370 1,000

緊急事態宣⾔中を避け、感染症対策を
講じながら学校運営協議会を実施し
た。会では、どのようにすれば⾏事や
学習参観が実施可能か協議された。地
域ボランティアについては、制限があ
る中、可能な範囲での活⽤となった。

地域⼈材が学校へ⼊る機会は昨年度よ
り少ないが、「どのような形でなら地
域と学校のつながりが持てるか」とい
う視点で取組が⼯夫された。

新規⼈材の発掘や、コロナ禍における
新しい取組の⼯夫が求められる。

コミュニティ・スクール事業を⽴ち上
げて5年⽬となる。学校運営協議会委
員の⼊れ替わりを視野に⼊れ、各学校
の実態に合わせて、保護者・地域の学
校運営参画をさらに進めていく。

⼦どもも親も、共に輝けるようにみんなで応援する。

②
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事業内容

基本
⽬標

事業名
第2期 令和3年度 令和4年度

ＫＰＩ 種別 単位

町内事業所の従業員数 単年 ⼈ R3公表 4,855

創業⽀援事業
商⼯会や⾦融機関と連携し、起業希望
者向けのセミナー等を実施する。

起業件数 単年 件 1 1 町独⾃の⽀援は⾏わなかった。 町独⾃の⽀援は⾏わなかった。
コロナ禍で事業実施することが困難
だった。

県やその他団体を連携しセミナーなど
を実施し新規創業につなげる。

消費喚起プレミアム商品券発⾏事業
町内事業所での消費を喚起するため商
品券を発⾏する。

商品券販売冊数 単年 冊 10,000 6,000

利⽤期間 7/25(⽇)〜12/31(⾦)
販売額100,000,000円（10,000冊）
プレミアム率20％(20,000,000円)
（町10,000,000円、県10,000,000
円）

今後利⽤されることで、町内事業者や
町⺠への経済⽀援につながっていくと
考える。

町⺠には概ね好評だが、⼤⼑洗町の独
⾃⾊（特典）を出すことや具体的な効
果の把握が課題。

販売総額60,000,000円（6,000冊）
プレミアム率10％(6,000,000円)
町4,200,000円 県1,800,000円）

シルバー⼈材センター事業
就労の意欲を持つ65歳以上の⾼齢者に
対し、その能⼒に応じた雇⽤・就労の
機会を提供できるように⽀援する。

登録者数 累計 ⼈ 70 100

70名のうち67名が就労(就労
率:95.7%)。
請負業務：除草、剪定、家屋の⼩修繕
派遣業務：学校⽤務員、勤労体育セン
ターの管理、⼤⼑洗公園の管理、武道
場の掃除等

⾼齢者の雇⽤創出、⾼齢者の⽣きがい
や⽣活の充実、地域社会の福祉の向
上・活性化、医療費や介護費⽤の削減

⼈材不⾜、就業機会の開拓、会員と業
務のマッチング、補助制度に対する住
⺠の認知不⾜

事業を通じて、⾼齢者の雇⽤創出、⾼
齢者の⽣きがいや⽣活の充実を⽀援す
る。また、地域社会の福祉の向上・活
性化を⽬指し、地域のニーズに応じた
事業の展開を図る。

町⺠参加型マルシェ⽀援事業
⾼齢者、⼥性、障がい者、外国⼈など
多様な⼈材が参加する市場を運営・⽀
援する。

出品者数 累計 ⼈ 92 100

コロナ禍で役場中⼼の出店に。スタッ
フだけでなく出品者が販売できる場を
提供した。また、視察を⾏い、より⾒
やすい掲⽰を研究、製作した。さらに
ふるさと財団の短期診断を受けた。

出品者との交流が増え、新たな出品者
の創出につながった。新たな掲⽰⽅法
で動いていなかった商品が売れた。

新規販売場所の発掘。さくら市場とい
う組織の基盤を固める。様々な志向を
もった出品者が⼀緒くたになってい
る。

出品者のニーズを聞き、ビジネス向け
の講習会や、総会を開催する。さくら
市場の組織整理を⾏う。

しごとに誇りや、やりがいを感じられるように応援する。

③
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R3 ⽬標値 実施状況（R3.９⽉末時点） 効果 課題 今後の⽅針
事業内容

基本
⽬標

事業名
第2期 令和3年度 令和4年度

ＫＰＩ 種別 単位

「将来も⼤⼑洗町に住み続けた
い」と思う割合

単年 ％ 71.1 80

同窓会推進事業
町内で開催される町外在住者を含む同
窓会開催に係る費⽤の⼀部を助成す
る。

同窓会開催件数 単年 件 0 12
新型コロナの影響により同窓会を開催
する動きがなかった。

同窓会の開催実績がなく、求める効果
は得られなかった。

補助⾦利⽤のルールが時世に合ってい
ないため利⽤しづらい。

時世に合うやり⽅で、町へ戻りたくな
るような⽅法等を検討する。

公共空間活性化事業

校区センター等の公共空間を利⽤した
町外者を含む体験型講座を⾃ら企画す
る⽅に対し、開催に係る費⽤の⼀部を
助成する。

体験講座開催件数 単年 件 0 12
新型コロナの影響により多くの⼈が集
まるイベントを開催する動きが少な
かった。

イベント開催がなく、⼤きな効果は得
られなかった。

補助⾦の存在があまり知られていな
い。
申請⽅法が煩雑。

SNSや広報など利⽤し周知する。
簡便に申請ができるように検討する。

たちあらい型健康促進システムの構築
地域ぐるみの健康増進やイベント講座
の実施等、健康づくりに関連する取組
みを⾏う。

分館体操開催 累計 分館 24 25

分館体操が24か所（22⾏政区）で実
施。
分館体操⽤DVDパート３を作成し、実
際に分館体操で利⽤を開始している。

町内に分館体操が増え、⾼齢者の運動
習慣の定着と健康増進につながった。

新型コロナ感染予防に気をつけなが
ら、分館体操の継続⽀援と新規⽴ち上
げの⽀援が必要である。

分館体操の継続⽀援を⾏い、健康づく
り・⽣きがいづくりの推進を図る。

⼤⼑洗町健康ポイント事業

福岡県と連携し、健康寿命の延伸を⽬
指した健康づくりを呼びかけるととも
に、⽇常的な運動や町や地域主催の健
康づくりイベントへの参加に応じて健
康ポイントを付与する。

特定健康診査実施率 単年 ％ 32.6 60

今年度は、ポイントカードをより分か
りやすいものへ変更し、ポイント達成
のハードルを低く設定する（50ポイン
ト、100ポイントでそれぞれ参加賞が
もらえる）などした。
参加賞はこれまで参加していない⽅に
も興味をもってもらえるよう、クオ
カードとした。参加者は60-70代が中
⼼。

健診受診するとポイントが貯まりやす
い仕組みにし、事業参加者の増加＝健
診受診率の向上を⽬標としている。し
かし、この事業への参加者が少ないこ
ともあり、健診受診率の向上への影響
は少ないのが現状。

認知度の向上にむけたPRが必要。
また、福岡県の健康アプリポイントで
可能としているが、アプリ利⽤者の応
募は少ない。
今後、普段健診を受けていない・健康
づくりに取り組めていない⽅も⼿に
とってもらえるような内容・仕組みを
検討する必要がある。

以下の点に取組み、継続実施する。
・PR⽅法の⾒直しと強化
・ポイントカードの仕組みの検討

町内巡回バス事業
⾃⼒での移動⼿段をもたない⾼齢者等
の交通弱者対策として、町内を巡回す
るバスを運⾏する。

検討中 検討中

５⽉から試験運⾏を⾏い、時刻表型バ
スと完全予約型バスの２種類の運⾏⽅
法を実施した。時刻表型バスについて
は、ルートを変えながら利便性があが
る⽅法を試験した。

5か⽉で延べ493⼈の利⽤があった。
免許証返納された⽅のみではなく、近
い将来返納予定の⽅がお試しで利⽤す
ることもあった。

本格運⾏に向け、費⽤対効果を考えな
がら運⾏⽅法を検討する。また、本格
運⾏後は町⺠に利⽤⽅法の周知を⾏う
必要がある。

令和４年度から本格運⾏を⾏い、新た
な交通⼿段を創出する。多くの⼈に利
⽤されるよう、より効果的なPR⽅法を
検討する。

⼤⼑洗パークアンドライド等整備事業
公共交通の利⽤促進と通勤通学⽀援の
ため、公共交通機関を利⽤する⽅の駐
⾞場等を整備する。

整備箇所数 累計 箇所 4 5
これまで整備した4か所に加え、⻄鉄
⼤堰駅前及び本郷駅前に送迎⽤の待機
所の整備を進めた。

鉄道駅やバス停付近でのパークアンド
ライドを実施していることにより公共
交通促進につながっている。

徐々に認識されているが、さらなる周
知により利⽤促進が必要である。

新たに整備した、送迎⽤待機所の広報
を引き続き⾏い、公共交通機関がより
活⽤されるよう努める。

防災⼠育成事業
地域の防災⼒を強化するため、各校区
において⾼い防災知識を有する防災⼠
を育成する。

防災⼠の育成数 累計 ⼈ 2 40

各校区の⾃主防災組織からの推薦を受
けられた⽅について、この育成事業に
よる補助を実施している。
令和２年度は研修及び試験を受けられ
た3⼈の対象者のうち2名が合格し、防
災⼠となった。
（なお、令和３年度の研修及び試験は
11⽉に実施されるため、9⽉末時点で
は累計⼈数がR2度から変動なし。）

地域等における防災⼒の向上の担い⼿
となる⼈材を育成し、確保することが
できた。

地域での防災活動に従事していただけ
る⽅を出来る限り多く募り、資格取得
後に地元で活動に参加してもらえるよ
うな働きかけを続ける必要がある。

この事業により防災⼠資格を取得され
た⽅が、地元での避難所運営などの際
に⾃主的に活動いただけるための環境
づくりを図っていきたいと考えてい
る。より多くの防災⼠を育成すべく、
今後も周知活動等注⼒していく。

いつまでも暮らしたい、みんなが⾃慢したくなるまちをつくる
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たちあらい応援⼤使の⼈数 累計 ⼈ 580 1,000

⼤⼑洗町公式SNSのフォロワー
件数

累計 件 7,369 5,000

特産品掘り起こし事業（プレミアム⼤⼑洗）
地域の⽅と語り合い、暮らしの中にあ
る町の特産品を掘り起していく。

ふるさと納税お礼品数 累計 品 257 200
ふるさと納税のお礼品数を増やすよう
事業者に働きかけた。
新規出品者の発掘を⾏った。

新規出品者を発掘でき、お礼品数も増
え、町の魅⼒を寄附者へ届けやすく
なった。

農作物等の出品数が少ない。
お礼品数を増やすよう事業者へ働きか
ける。
新規出品者の発掘を⾏う。

町で輝く⼈にスポットをあて、広報紙
で紹介をする。

住⺠紹介件数 単年 ⼈ 7 12
広報紙で毎⽉『つながるコーナー』で
インタビュー記事を掲載した。

町⺠の取組みや暮らしを発信すること
ができた。

取材対象が同じコミュニティに属して
いることが多く、年齢層や職業に偏り
がでてしまうことがある。

話題の広がりや取材対象の幅を広げら
れるように取材を進めていく。

町⺠⽬線で撮った写真を広報紙の表紙
として採⽤する。

⾵景発⾒件数 単年 件 1 2
4⽉〜10⽉号（9⽉末発⾏）では、掲
載件数は1件。9⽉号（令和3年8⽉豪
⾬の被害写真）に掲載した。

災害発⽣時の被害の状況を広報紙でお
伝えすることができた。

気軽に応募できるよう周知をしながら
写真を寄せてもらえるよう、⽇頃のつ
ながり作りを⾏う

写真を定期的に広報紙に掲載する。季
節感やテーマ性のある募集になるよう
検討する。

⾷・農ツーリズム事業（ＦＬＡＴ）
暮らしの中にある⾝近なスポット（ア
ナバ）を紹介する周遊コースをWebサ
イト「FLAT」等に掲載する。

魅⼒スポット紹介件数 累計 件 68 80
パンフレットの配布による既存の魅⼒
スポットの紹介や筑後広域の特集等で
周知した。

FLATページや紙⾯を⽤いて町の魅⼒を
周知できた。

町の魅⼒をさらに周知するために、新
たなスポットの掲載、発掘をする必要
がある。

おすすめスポットを募集、インタ
ビューなどを⾏い新たなスポットを掲
載する。引き続き周知を⾏う。

官学連携魅⼒化プロジェクト
学⽣と連携し、若者の視点や感性を活
かしながら様々な⾓度から町の魅⼒を
再発⾒し、発信する。

官学連携件数 単年 件 0 1
今年度は新型コロナウイルスの影響に
より事業の実施ができなかった。（⼤
学の意向あり）

令和２年度に作成した移住・定住ポス
ターや冊⼦を使⽤し、PRすることがで
きた。

今後の連携⽅法を検討する必要があ
る。

これまでの完成品を窓⼝や周辺市町、
ネット上で情報発信を進めていく。

たちあらい応援⼤使事業

町に縁や愛着を持つ⽅を町公認の⼤使
に任命し、各⼈が出来る広報活動を通
して、町の魅⼒やイベント情報の発信
を⾏う。

⼤使任命件数 累計 ⼈ 580 1,000

毎⽉メルマガを送信。イベント等で応
援⼤使募集の声かけを⾏った。フェイ
スブックにて町公式の応援⼤使グルー
プを作成し、コロナ禍で会えない中⼤
使同⼠が繋がる場を設けた。

メルマガ配信は好評。⼤使同⼠の交流
の場ができ、他⼤使の存在や⼤⼑洗愛
を共有。さらに広い範囲で情報が拡散
されるようになった。

フェイスブックグループの活⽤。
応援⼤使との関わり⽅を模索し、⼤使
を巻き込んだ取り組みを企画・実施す
る。

⼤⼑洗町の魅⼒をみんなで共有し発信する。

広報「たちあらい」つながるコーナー事業

⑤
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